
国の公文書管理・情報公開に関する法制度

⑪法人文書の管理に関する原則 ④文書の作成
⑭行政機関以外の国の機関が保有する歴史公文
書等の保存及び移管

⑫管理状況の報告等 ⑤整理 ⑮特定歴史公文書等の保存等

⑬法人文書管理規則 ⑥保存 ⑯特定歴史公文書等の利用請求及びその取扱い

⑦行政文書ファイル管理簿 ⑰本人情報の取扱い

⑧移管又は廃棄 ⑱第三者に対する意見提出の機会の付与等

⑨管理状況の報告等 ⑲利用の方法

⑩行政文書管理規則 ⑳手数料
㉑審査請求及び公文書管理委員会への諮問

㉒同上

法人文書管理規則
（各法人規則等）

行政文書管理規則
（各省庁訓令等）

㉓利用の促進

　公表義務 　内閣総理大臣の協議・同意 ㉔移管元行政機関等による利用の特例

　公表義務 ㉕特定歴史公文書等の廃棄
㉖保存及び利用の状況の報告等
㉗利用等規則

利用等規則
（国立公文書館規則等）

　内閣総理大臣の協議・同意

　公表義務

兵庫県の公文書管理・情報公開に関する法制度【現行】

③文書の管理の原則
④文書等の管理体制
⑤文書等の収受
⑥文書等の作成
⑦文書等の分類
⑧完結文書の保存期間
⑨文書等の保存
⑩文書等の廃棄
⑪監査等に関する文書等の特例

⑫歴史的文化的価値を有する
文書等の特例

公文書管理に関する法制度の概要

独立行政法人等の保有する情報
の公開に関する法律

行政機関の保有する情報の公開に
関する法律

公文書の管理等に関する法律

（独立行政法人等） （行政機関） （国立公文書館等）

　独立行政法人(87)＋法別表法人(106) 　行政機関(563機関) 　国立公文書館＋政令法人(15)

　　(公財)ひょうご科学技術協会等22法人 　　知事等15機関 　＝　公文書館機能（知事所管）

（密接法人） （実施機関） 兵庫県公館県政資料館（歴史資料部門）

（規則）

情報公開条例
兵庫県公館における公文書等の閲覧等要領

（要領＝インターネットで公表）

　

各法人の規則等
文書管理規則等

（規則、教育委員会規則、告示等）
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資料２

法人文書の管理

第３章（第11条－第13条）
行政文書の管理

第２章（第４条－第10条）

歴史公文書等の保存、利用等

第４章（第14条－第27条）
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歴史的文化的価値を有する文書

等の選別及び引継ぎに関する要

綱

（公文書の管理）

第33条 実施機関は、この条例

の適正かつ円滑な運用に資する

ため、当該実施機関の規則で公

文書の分類、作成、保存及び廃

棄に関する事項その他の公文書

の管理に関して必要な事項につ

いて定めるものとする。

実施機関における文書管理法人における文書管理 歴史的文化的価値を有する文書等の保存・利用

（出資法人等の情報公開）

第31条 県が資本金の出資その他財政

支出 等をしている法人（兵庫県立大

学を除く。）であって県の実施機関が

定めるもの（以下「出資法人等」とい

う。）は、この条例の趣旨並びに当該

出資法人等の性格及び業務内容に鑑み、

当該出資法人等の保有する情報の公開

に関して必要な措置を講ずるよう努め

なければならない。

２ 県の実施機関は、出資法人等に対

し、前項に規定する必要な措置を講ず

るよう指導に努めるものとする。


